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決  定  書 

 

第１ 請求人 

省  略 

 

第２ 請求の要旨 

 令和６年６月１０日付けの「令和６年度市民税・県民税・森林環境税 税額納税決

定通知書」と併せて、犬山市長名による「令和６年度 市民税・県民税 年金特徴

仮徴収中止のお知らせ」（以下①とする。）が請求人へ届いた。内容は、令和５年６

月に通知した令和５年度の「税額納税決定通知書」において、令和６年４月・６月・

８月分の公的年金からの特別徴収（令和５年度の市民税・県民税を基に“仮”で算

出した額の天引き）について、特別事情※により中止する（額を変更する）ことを

知らせるためのもので、請求人に係る天引き額が６月分は 3,800 円から 500 円に、

８月分は 3,800 円から０円に変わることが記されていた。また、お知らせ文書の裏

面に「仮徴収中止による徴収税額の変更について」の記述があり、請求人のように

６月分から天引き額が変更となった方の８月分については、「公的年金からの天引

きを行わない」との説明書きがあった。 

  その後、令和６年８月１６日付けで、「令和６年度 市民税・県民税に係る公的年

金等特別徴収税額について」（同②）が犬山市税務課長名にて請求人に発送された。

趣旨は、先に案内した「（８月分の）公的年金からの天引きを行わない」ことは誤り

で、公的年金からの天引き中止処理が間に合わないため、「変更前の徴収税額を天

引きした後、同額が（日本年金機構から）市へ納入され次第、差額を還付する」こ

とが正しいことを伝えるものであった。 

  こうした市側の対応に対し、請求人は 

   ア ①は市長名で決定され受領したものですが、②は課長名で法令等の根拠も

示されず送られた手紙です。市長が決定されたものを課長が法令等の根拠も

なく単なる手紙では変更できないはずです。想像するだけでもぞっとします。 

   イ ①と②は同じ決定に基づく文書ですが、件名が違います。 

   ウ 職員の知識不足とチェック体制の不備  

制度を正確に理解していればこのような事態は発生しない。チェック体制

も機能していない。 

   エ 貴重な公費をいたずらに浪費したこと 

②では私に対してお詫びの言葉が並べてありますが、真に詫びる相手は市

民です。今回の件で人件費や郵送費など多額の経費が発生したはずです。そ

れは単なる無駄遣いです。 

（上記ア～エは『犬山市職員措置請求書』の原文のまま） 

を理由に、 

  ・市長以下関係者の無駄使いの額に相当する処分をすること。 

  ・当該処分は犬山市の規定に従うこと。 

について必要な措置の請求を求めている。 
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※特別事情…定額減税額が本徴収期間おける市民税・県民税から控除しきれなかっ

たとき。（今回の請求人のケース） 

 

第３ 請求の受理 

  本件請求は、令和６年８月２４日付けで郵送にて提起され、地方自治法第２４２

条に定める要件を具備するものとして、令和６年８月２７日に受理した。 

 

第４ 監査の執行 

 １ 監査の期間 

    令和６年８月２８日から同年１０月２３日まで 

 ２ 監査の対象部署 

    市民部税務課 

 ３ 請求人の陳述及び証拠提出 

    令和６年９月１４日、請求人に陳述について日程調整の打診をしたところ、

請求書に記載のとおりで不要である旨を確認したため、陳述の機会は設けない

こととした。また、新たな証拠書類等の提出も無かった。 

 ４ 関係人の陳述及び証拠書類 

    令和６年９月１３日に税務課長、同課長補佐から経緯について説明を受けた。

また、同年１０月２日付けで犬山市長は弁明書を提出した。 

 

第５ 監査の結果 

１ 主 文 

  本件請求を棄却する。 

２ 理 由 

(1)  関係法令 

   本件請求の関係法令は、次のとおりである。 

ア 地方税法 

（市町村民税の納税義務者等） 

第２９４条 市町村民税は、第１号の者に対しては均等割額及び所得割額の合

算額により、第３号の者に対しては均等割額及び法人税割額の合算額により、

第２号及び第４号の者に対しては均等割額により、第５号の者に対しては法

人税割額により課する。 

(1) 市町村内に住所を有する個人 

(2)～(5)  略 

２～９  略 

（道府県民税の納税義務者等） 

第２４条 道府県民税は、第１号に掲げる者に対しては均等割額及び所得割額
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の合算額により、第３号に掲げる者に対しては均等割額及び法人税割額の合

算額により、第２号及び第４号に掲げる者に対しては均等割額により、第４

号の２に掲げる者に対しては法人税割額により、第５号に掲げる者に対して

は利子割額により、第６号に掲げる者に対しては配当割額により、第７号に

掲げる者に対しては株式等譲渡所得割額により課する。 

(1) 道府県内に住所を有する個人 

(2)～(7)  略 

２～９  略 

（個人の道府県民税の賦課徴収） 

第４１条 個人の道府県民税の賦課徴収は、この款及び第５章第２節に特別の

定めがある場合を除くほか、当該道府県の区域内の市町村が、当該市町村の

個人の市町村民税の賦課徴収（均等割の税率の軽減を除く。）の例により、当

該市町村の個人の市町村民税の賦課徴収と併せて行うものとする。 

２～５  略 

（普通徴収に係る個人の市町村民税の納期） 

第３２０条 普通徴収の方法によって徴収する個人の市町村民税の納期は、 

６月、８月、１０月及び１月中（当該個人の市町村民税額が均等割額に相当

する金額以下である場合にあっては、６月中）において、当該市町村の条例

で定める。但し、特別の事情がある場合においては、これと異なる納期を定

めることができる。 

（給与所得に係る個人の市町村民税の特別徴収） 

第３２１条の３ 市町村は、納税義務者が前年中において給与の支払を受けた

者であり、かつ、当該年度の初日において給与の支払を受けている者（支給

期間が一月を超える期間により定められている給与のみの支払を受けている

ことその他これに類する理由があることにより、特別徴収の方法によって徴

収することが著しく困難であると認められる者を除く。以下この条及び次条

において「給与所得者」という。）である場合においては、当該納税義務者に

対して課する個人の市町村民税のうち当該納税義務者の前年中の給与所得に

係る所得割額及び均等割額の合算額は、特別徴収の方法によって徴収するも

のとする。ただし、当該市町村内に給与所得者が少ないことその他特別の事

情により特別徴収を行うことが適当でないと認められる市町村においては、

特別徴収の方法によらないことができる。 

２～４  略  

（公的年金等に係る所得に係る個人の市町村民税の特別徴収） 

第３２１条の７の２ 市町村は、納税義務者が前年中において公的年金等の支

払を受けた者であり、かつ、当該年度の初日において老齢等年金給付（国民

年金法（昭和３４年法律第１４１号）による老齢基礎年金その他の同法又は

厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）による老齢を支給事由とする

年金たる給付であって政令で定めるもの及びこれらの年金たる給付に類する
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老齢又は退職を支給事由とする年金たる給付であって政令で定めるものをい

う。以下この節において同じ。）の支払を受けている年齢６５歳以上の者（特

別徴収の方法によって徴収することが著しく困難であると認めるものその他

の政令で定めるものを除く。以下この節において「特別徴収対象年金所得者」

という。）である場合においては、当該納税義務者に対して課する個人の市町

村民税のうち当該納税義務者の前年中の公的年金等に係る所得に係る所得割

額及び均等割額の合算額（当該納税義務者に係る均等割額を第３２１条の３

第１項の規定により特別徴収の方法によって徴収する場合においては、公的

年金等に係る所得に係る所得割額。以下この節において同じ。）の２分の１に

相当する額（当該額に１００円未満の端数があるときはその端数金額を切り

捨て、当該額が１００円未満であるときは１００円とする。以下この節にお

いて「年金所得に係る特別徴収税額」という。）を当該年度の初日の属する年

の１０月１日から翌年の３月３１日までの間に支払われる老齢等年金給付か

ら当該老齢等年金給付の支払の際に特別徴収の方法によって徴収するものと

する。ただし、当該市町村内に特別徴収対象年金所得者が少ないことその他

特別の事情により特別徴収を行うことが適当でないと認められる市町村にお

いては、特別徴収の方法によらないことができる。 

２及び３  略 

（年金所得に係る特別徴収税額の通知等） 

第３２１条の７の５ 市町村長は、第３２１条の７の２第１項の規定により年

金所得に係る特別徴収税額を特別徴収の方法によって徴収しようとする場合

には、当該年金所得に係る特別徴収税額を特別徴収の方法によって徴収する

旨、当該特別徴収対象年金所得者に係る年金所得に係る特別徴収税額及び支

払回数割特別徴収税額その他総務省令で定める事項を、当該特別徴収対象年

金所得者に対しては第３２０条の各納期限のうち最初の納期限の１０日前ま

でに、当該年金保険者に対しては当該年度の初日の属する年の７月３１日ま

でに通知しなければならない。 

２  略 

イ 犬山市税条例 

（市民税の納税義務者等） 

第２５条 市民税は、第１号の者に対しては均等割額及び所得割額の合算額 

により、第３号の者に対しては均等割額及び法人税割額の合算額により、第

２号及び第４号の者に対しては均等割額により、第５号の者に対しては法人

税割額により課する。 

(1) 市内に住所を有する個人 

(2)～(5)  略 

２及び３  略 

（個人の市民税の納期） 

第３８条 普通徴収の方法によって徴収する個人の市民税の納期は、次のとお
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りとする。 

第１期 ６月１日から同月３０日まで 

第２期 ８月１日から同月３１日まで 

第３期 １０月１日から同月３１日まで 

第４期 翌年１月１日から同月３１日まで 

２  略  

ウ 愛知県県税条例 

（県民税の納税義務者等） 

第４２条 県民税は、第１号に掲げる者に対しては均等割額及び所得割額の 

合算額により、第３号に掲げる者に対しては均等割額及び法人税割額の合算

額により、第２号及び第４号に掲げる者に対しては均等割額により、第４号

の２に掲げる者に対しては法人税割額により、第５号に掲げる者に対しては

利子割額により、第６号に掲げる者に対しては配当割額により、第７号に掲

げる者に対しては株式等譲渡所得割額により課する。 

(1) 県内に住所を有する個人 

(2)～(7)  略 

２及び３  略 

 エ 森林環境税及び森林環境贈与税に関する法律 

（賦課徴収） 

第７条 森林環境税の賦課徴収は、この章に特別の定めがある場合を除くほか、

住所所在市町村（森林環境税の納税義務者が賦課期日において住所を有する

市町村をいう。以下この項及び次条第１項において同じ。）が、当該住所所在

市町村の個人の市町村民税の均等割の賦課徴収（地方税法第６条、第７条、

第３１１条、第３２１条第２項又は第３２３条の規定によるものを除く。）の

例により、当該住所所在市町村の個人の市町村民税の均等割及び同法第４１

条第１項の規定によりこれと併せて賦課徴収を行う当該住所所在市町村を包

括する都道府県の個人の道府県民税の均等割の賦課徴収と併せて行うものと

する。この場合において、同法第１７条の６第１項（第１号に係る部分に限

る。以下この項において同じ。）の規定により賦課決定をすることができる期

間については、森林環境税及び個人の市町村民税は、同一の税目に属する地

方税とみなして、同条第１項の規定を適用するものとする。 

２  略 

 オ 森林環境税及び森林環境贈与税に関する法律施行令 

附 則 

（森林環境税の徴収に関する経過措置） 

第２条 令和６年度分の森林環境税に係る法第７条第１項の規定によりその例 

によることとされる地方税法第３２１条の７の２の規定の適用については、

同条第１項中「である場合」とあるのは「である場合（当該納税義務者に係る

個人の市町村民税の均等割額を第３２１条の３第１項の規定により特別徴収
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の方法によって徴収する場合を除く。）」と、「個人の市町村民税のうち当該納

税義務者の前年中の公的年金等に係る所得に係る所得割額及び均等割額の合

算額（当該納税義務者に係る均等割額を第３２１条の３第１項の規定により

特別徴収の方法によって徴収する場合においては、公的年金等に係る所得に

係る所得割額。以下この節において同じ。）の２分の１に相当する額（当該額

に１００円未満の端数があるときはその端数金額を切り捨て、当該額が１０

０円未満であるときは１００円とする。」とあるのは「森林環境税の額（」と

し、同条第３項の規定は、適用しない。 

 

(2) 認定事実 

   監査委員が認定した事実は、次のとおりである。 

  ア 令和５年７月１３日、税務課は、年金特別徴収税額に係る令和５年度本徴収

分（１０月、１２月、２月）及び令和６年度仮徴収分（４月、６月、８月）の

データを、認定委託先事業者を経由して日本年金機構へ送信した。その中に、

請求人のデータ（仮徴収分として４月：4,000 円、６月：3,800 円、８月：3,800

円）も入っており、当該税額に変更が無ければ、８月まで送信した額どおり

に特別徴収（以下「天引き」という。）される予定であった。 

  イ 令和６年６月７日、税務課は、令和６年８月分の天引きが中止（０円）とな

る者のデータを、認定委託先事業者を経由して日本年金機構へ送信した。 

  ウ 令和６年６月１０日、「令和６年度市民税・県民税・森林環境税 税額納税決

定通知書」を納税義務者あてに発送。その通知に併せて、８月分の年金から

の天引きが中止となる者に対し、犬山市長名による「令和６年度 市民税・

県民税 年金特徴仮徴収中止のお知らせ」文書が同封された。請求人もその

一人で、請求人に係る天引き額が０円となったのは、令和６年度に定額減税

が実施されたことによるもので、再算定の結果、均等割額 4,500 円のみの徴

収（４月の天引き額：4,000 円、６月：500 円、８月の天引きは無し＝０円）

となったからだった。 

  エ 令和６年８月１５日、日本年金機構から令和６年６月・７月分の年金が、年

金受給者の指定した口座に振り込まれる。 

  オ 同日、他市からの連絡により、前記ウでお知らせ文書を同封した者に係る天

引きが中止されていない（０円となっていない）ことが発覚。原因を調べた

ところ、森林環境税の徴収が令和６年度から始まったためで、市民税・県民

税が天引きとなる年金受給者は、令和６年度に限って１０月以降の年金から

森林環境税額分を天引きするよう規定されており、電子計算システム上で選

別された結果、その規定のとおり天引きとなる者は、８月の天引き額が０円

にもかかわらず、前記イで送信した中止の対象者に含まれていない（反映さ

れていない）ことが判明した。そのため、反映されなかった者については、

当初から日本年金機構が把握していた天引き額を徴収することとなった。人

数は 798 人で、一人あたりの最も少ない徴収額は 700 円、最大が 37,700 円、
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総額としては 5,956,400 円だった。 

  カ 令和６年８月１６日、税務課長名にて６月１０日に送付したお知らせ文書の

記述を訂正する「令和６年度 市民税・県民税に係る公的年金等特別徴収税

額について」と題した文書を 798 人に発送した。この発送にあたり、郵送料

として 66,948 円の経費を要した。 

  キ 訂正文書の発送により、同日以降、税務課へ数件の問い合わせがあった。 

  ク 令和６年８月２７日、請求人から住民監査請求書が監査事務局へ届く。 

  ケ 令和６年９月１３日、税務課は、日本年金機構から特別徴収した税額が振り

込まれたことを確認し、直ちに還付処理に着手した。 

 

(3) 監査委員の判断  

住民監査請求は、地方自治法第２４２条第１項において、普通地方公共団体の

長などの執行機関又は職員による違法又は不当な「財務会計上の行為」や「怠る

事実」があった場合に、監査委員に対して監査を求めることができるとされてい

る。請求の対象は、(A)公金の支出、(B)財産の取得、管理又は処分、(C)契約の締

結又は履行、(D)債務その他の義務の負担、(E)公金の賦課・徴収を怠る事実又は

財産の管理を怠る事実であり、請求の内容（求める行為）は、上記行為に対する

防止、是正、怠る事実を改めること、被った損害の補填のための必要な措置を講

ずることとなっている。 

改めて請求人の主張をまとめると、『市長名による「令和６年度 市民税・県民

税 年金特徴仮徴収中止のお知らせ」（①）を受け取った後に、税務課長名の「令

和６年度 市民税・県民税に係る公的年金等特別徴収税額について」（②）が届い

た。これは「当初に市長が決定したものを課長が法令等の根拠もなく変更しよう

とするものであり、文書の件名も異なっている。職員が制度を正確に理解してい

ないこと、チェック体制が機能していないことにより、人件費や郵送費など貴重

な公費をいたずらに浪費しているため、市長以下関係者に対して当該額に相当す

る処分を、犬山市の規定に従って行わせるよう求める」』ものである。 

これに対する市側の弁明書では、 

・①の裏面に掲載した内容が誤りで、そのお詫びと、天引きが中止されず当

初の通知どおりの額を天引きしたことに対する還付手続きについて伝えた

いために②を発送したもので、税額の変更を知らしめるものではないこと。 

・①と②は通知の主旨が異なること（①は仮徴収中止のお知らせ、②は上記

のとおり訂正、お詫び及び還付手続きの案内）。 

・②の発送に係る経費は、お詫びと還付について事前説明のために要した  

ものであること。 

   と述べる一方、 

・定額減税及び森林環境税の新制度導入にあたり、定額減税に関しては減税

方法等の制度を理解していたものの、森林環境税の徴収開始に伴う年金か

らの天引きの仕組みについて、習熟度や確認体制について十分でなかった
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こと。 

と請求人の指摘を一部認めている。 

請求人は、陳述の機会を不要としたため、直接聞き取りをしていないことから、

請求書から読み取った今回の請求における監査対象事項は、②に関しての税務課

長名での発信、件名の相違、発送に要した経費（賦課徴収に係る制度・仕組み等

を正確に理解していれば本来発生することのない公費の支出）、当該経費の補填及

び関係職員の処分とした。 

これらについて、 

・まず、②の発信者が課長名であること、①と②で件名が異なることについ

ては、誰が何をどう伝えるかは市側の専決権者が適切だと認めたものであ

ることから、監査委員が良し悪しを判断することではない。 

・次に、②の発送そのものについて、請求人の主張のとおり、制度・仕組みを

熟知し、様々な賦課徴収パターンを想定して業務に取り組み、①の文書の

記載により傾注していれば、②の発送はなかったと思われる。しかしなが

ら、それでも予期せぬ事態に陥ることは否定できない。市側も、弁明書の中

で習熟度や確認体制について十分でなかったことを認めている。②の発送

に係る経費は、広義の意味で不要な支出と言えないこともないが、①の記

載内容に不備があったことを正すためのものであって、正しい情報を伝え

ることはむしろ責務であり、内部規定に従って発送されている以上、致し

方ない公費負担と考える。 

    以上のことから、請求人の主張する公金の支出、「人件費や郵送費など貴重

な公費をいたずらに浪費した」行為は、財務会計上の違法又は不当な行為に当

たらないと判断する。 

  よって、本件請求には理由がないと認められるので、地方自治法第２４２条第５

項の規定により主文のとおり決定する。 

 

   令和６年１０月２３日 

 

                  犬山市監査委員 髙 木 正 章 

 

                  犬山市監査委員 畑   竜 介 


